
7 広報とまこまい　平成２２（２０１０）年・１２月

平成１５・１６年度の２０．７％をピークにその後低
下傾向をたどっています。平成２１年度決算で
は１６．８％で、数値目標（★印）を大きく下回り
ました。今後の借入、特に普通建設（投資）へ
の借入を考慮し、現状維持に努めます。

　

平
成　

年
２
月
に
財
政
健
全
化
へ
の
道
筋
を
示
し
、
厳
し

１９

い
財
政
状
況
に
対
し
て
市
民
の
皆
さ
ん
と
共
通
の
認
識
を
持

つ
た
め
、「
苫
小
牧
市
財
政
健
全
化
計
画
（
平
成　

年
度
〜
平

１９

成　

年
度
）」を
策
定
し
ま
し
た
。
ま
た
、
平
成　

年
２
月
、

２１

２０

平
成　

年
２
月
の
２
度
の
ロ
ー
リ
ン
グ
を
経
て
、
平
成　

年

２１

２２

９
月
に
新
た
な
「
財
政
健
全
化
計
画
（
平
成　

年
度
〜
平
成

２２

　

年
度
）」を
策
定
し
ま
し
た
。
こ
の
計
画
で
は
経
常
収
支
比

２４率
、
公
債
費
比
率
、
実
質
公
債
費
比
率
の
３
つ
の
数
値
目
標

を
設
定
し
ま
し
た
。

　

計
画
目
標
に
対
す
る
財
政
運
営
の
進
行
状
況
と
３
つ
の
指

標
の
平
成　

年
度
決
算
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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厳
し
い
財
政
状
況
に
あ
り
ま
す
が
、
財
政
健
全
化
の
道
筋
に
沿
っ
て
財
政
運
営
を
行
い
ま
す

平成１６年度がピークの９４．３％で、その後低下傾向となっ
ています。平成２１年度決算では８８．０％の目標数値（★
印）に１．４ポイント達しませんでした。平成２２年度以降
は目標を達成できるように財政運営を行います。
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道内３５都市平均実　績計　画

15.1％16.8％19.0％

■平成２１年度の状況■

最終目標
２９年度：17％

（年度）
１５

★は目標数値

１６１７１８１９２０２１２２２３２４
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17.8%

16.8%

19.4%

17.8%
17.5%

19.0%

19.5%

★★

★★

★★

危険ゾーン
２０.０％以上
警戒ゾーン
１９．０％以上
要注意ゾーン
１７．５％以上
安定ゾーン
１５．０％以上

指標管理ゾーン

財政構造の健全性を示す指標です。標準財政規模（全国
統一のルールに基づき計算した各地方公共団体の一般
財源必要額）に対して、長期の借入金の返済額がどの程
度かを測るものです。一般的に１５％を超えると「黄色信
号」、２０％で「赤信号」とされています。

公債費比率とは？

�計算方法 分子：おおむね一般会計の公債費（元利償還金）
分母：おおむね市の標準財政規模（国が定める基準）

★★

★★

19.2%

★★

実績値

財政構造の弾力性を判断する指標です。歳出のうち人件費や公債
費などの経常的な支出に、市税などの経常的収入がどの程度充当さ
れているかを示すものです。比率が低いほど弾力性が大きいこと
を示し、一般的に８０％を超えると弾力性が失われつつある状態とい
われています。

経常収支比率とは？

平成２１年度決算では１１．２％となっています。
今後とも比率が極端に上昇しないように財政
運営を行い、最終目標の１０％を目指します。

実
質
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債
費
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率

33333333333333333

道内３５都市平均実　績計　画

15.7％11.2％12.0％

■平成２１年度の状況■

（年度）

★は目標数値

１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４
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17.5%

12.4%

11.7% 11.2%

15.4%

11.7% 11.6%

12.0% 11.5%

★★

★★ ★★

危険ゾーン
１８．０％以上

警戒ゾーン
１６．５％以上

要注意ゾーン
１４．０％以上

安定ゾーン
１０．０％以上

指標管理ゾーン

★★★★

12.2%

★★

実績値
最終目標
２９年度：10％

実質公債費比率とは？

※分母、分子の計算方法が公債費比率とは異なります

公債費比率と同様に財政構造の健全性を示す指標です。公
債費比率が一般会計のみを対象とした指標であるのに対し、
実質公債費比率は、企業会計や一部事務組合も対象に含め
た市全体の指標です。過去３カ年の平均値で示され、この
比率が２５％を超えた場合は「早期健全化団体」となります。
平成１７年度決算から使用されるようになった新しい指標で、
平成１９年度決算から公表が義務づけられました。

�計算方法 分子：おおむね市全体会計の公債費（元利償還金）
分母：おおむね市の標準財政規模（国が定める基準）

（年度）
１５

最終目標
２９年度：86％危険ゾーン

９２.０％以上
警戒ゾーン
９０．０％以上
要注意ゾーン
８６．０％以上
安定ゾーン
８０．０％以上

★は目標数値

指標管理ゾーン

１６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４
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94.3% 実績値 財
政
健
全
化
計
画
と
財
政
状
況

特集　平成２１年度決算状況

�計算方法 分子：人件費・公債費・扶助費など毎年決まって出て行くお金
分母：市税や交付税など毎年決まって入ってくるお金

安心ゾーン
��

��

��

��

安心ゾーン
��

��

��

��

安心ゾーン
��

��

��

��

道内３５都市平均実　績計　画

90.5％89.4％88.0％

■平成２１年度の状況■
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▼
資
産
の
部
▲ 

　

有
形
固
定
資
産
は
土
木
費
（

　

。１
％
）
と
教
育
費
（　

。６

３９

３７

％
）
に
重
点
を
置
い
て
社
会
資

本
が
形
成
さ
れ
て
い
ま
す
。
取

得
資
産
の
増
か
ら
減
価
償
却
を

差
し
引
く
と　

億
７
千　

万
円

２５

９８７

減
少
し
ま
し
た
。

　

投
資
等
は
企
業
会
計
へ
の
出

資
金
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に

よ
り　

億
１
千　

万
円
増
加
し

１０

２９７

ま
し
た
。

　

流
動
資
産
は
地
域
活
性
化
・

公
共
投
資
臨
時
交
付
金
を
財
政

調
整
基
金
へ
積
み
立
て
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
３
億
３
千　

万
１５

円
増
加
し
ま
し
た
。

 

▼
負
債
の
部
▲ 

　

固
定
負
債
は
地
方
債
残
高
お

よ
び
退
職
給
与
引
当
金
が
減
少

し
た
こ
と
に
よ
り
、　

億
７
千

２２

　

万
円
減
少
し
ま
し
た
。

７７６
　

流
動
負
債
は　

万
円
増
加
し

９２６

ま
し
た
。

 

▼
正
味
資
産
の
部
▲ 

　

資
産
を
取
得
し
た
財
源
は　
１０

億
３
千　

万
円
増
加
し
ま
し
た
。

１７５

　

有
形
固
定
資
産
の
う
ち
、
将

来
世
代
へ
引
き
継
が
れ
る
負
債

の
負
担
割
合
を
社
会
資
本
形
成

の
世
代
間
負
担
比
率
（
負
債
／

有
形
固
定
資
産
）
と
言
い
、
平

成　

年
度
は
前
年
度
よ
り　

ポ

２１

０．７

イ
ン
ト
減
少
し
て　

。
１
％
と

５０

な
り
、
わ
ず
か
で
す
が
将
来
世

代
の
負
担
が
減
り
ま
し
た
。

　

市
債
と
は
、
市
が
各
種
事
業
を
行
う
た
め
の

長
期
借
入
金
の
こ
と
で
す
。
平
成　

年
度
の
企

２１

業
会
計
な
ど
を
含
め
た
全
体
の
市
債
残
高
は
１

千　

億
３
千　

万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

３７５

２８８

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
財
政
健
全
化
に
関
す
る

指
標
の
公
表
を
行
っ
て
い
ま
す
。

平成２１年度末市債の残高一覧
金　額項          目

２８億４，８２６万円総務債

一　
　

般　
　

会　
　

計

２億９，０４９万円民生債
５４億７，５２０万円環境衛生債

１３２万円労働債
１億７，８３３万円農水産業債
６，９９８万円商工債

２１９億２，８１８万円土木債
２億９，７８４万円消防債

１１８億２，４７０万円教育債
２，１０３万円災害復旧債

３９億９，３９７万円減税補てん債
６億１，４０９万円臨時税収補てん債

１４１億８，９９０万円臨時財政対策債
１億１，２４０万円減収補てん債
２７億０，０００万円退職手当債
６４５億４，５６９万円合         計
４３億１，３８４万円区画整理事業債

特 
別
・
企 
業 
会 
計

２億３，０８０万円霊園事業債
１４０億０，６３８万円水道事業債
３４０億８，９５１万円下水道事業債

１，５２６万円自動車運送事業債
１４４億６，３３４万円市立病院事業債
５５億４，２５２万円市営住宅事業債
３億２，５５４万円公設地方卸売市場事業債

７２９億８，７１９万円合         計
１，３７５億３，２８８万円 総　　　　額

早期健全
化基準

苫小牧市
指標�財政健全化比率

１１．５２％－
実質赤字比率

１標準財政規模に対する一般会計
等の実質赤字額の比率

１６．５２％－
連結実質赤字比率

２標準財政規模に対する全ての会計の
赤字や黒字を合算した赤字の比率

２５．０％１１．２％

実質公債費比率

３公債費（地方債の元金および利子の
支払いに要する経費）および公債費
に準じた経費の比重を示す比率

３５０．０％１２２．０％

将来負担比率

４地方債残高ほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を捉
えた比率

経営健全
化基準

苫小牧市
指標

�資金不足比率
公営企業ごとの営業収益に対する資
金不足の比率

２０．０％

１１．１％沼ノ端鉄北土地区画整理事業特別会計

－水道事業会計

－下水道事業会計

２５．９％自動車運送事業会計

１０．７％市立病院事業会計

２．８％土地造成事業会計

－市営住宅事業会計

－公設地方卸売市場事業会計

対前年度増減額１人当たり平成２１年度項　　目対前年度増減額１人当たり平成２１年度項　　目
負　　債　　の　　部　資　　産　　の　　部

△２２億７，７７６万円４１１，２８５円７１４億８，６１８万円１．固定負債△２５億７，９８７万円９００，３７１円１，５６４億９，５４１万円１．有形固定資産
△１１億１，１６４万円３５５，１８９円６１７億３，６１０万円 �地方債３億１，４９３万円１７８，１６７円３０９億６，７５５万円　 （うち土地）
△１１億６，６１２万円５６，０９６円９７億５，００８万円 �退職給与引当金２，１８５万円６７，７７４円１１７億７，９９６万円�総務費

９２６万円４０，２５１円６９億９，６０３万円２．流動負債３，２０１万円１４，３６０円２４億９，６００万円�民生費
９２６万円４０，２５１円６９億９，６０３万円 �翌年度償還予定額△９億１，０９３万円９９，８２４円１７３億５，０５７万円�衛生費

２２億６，８５０万円４５１，５３６円７８４億８，２２１万円負債合計１億６，２８７万円２，０４２円３億５，５０１万円�労働費
△５，００１万円９，１１７円１５億８，４５８万円�農林水産業費
△３，２６１万円４，３１５円７億４，９９２万円�商工費

△２０億６，２５４万円３５２，３６０円６１２億４，４４０万円�土木費
△６，２１３万円１１，８１４円２０億５，３４９万円�消防費

正　味　資　産　の　部３億１，２６６万円３３８，６０８円５８８億５，４１５万円�教育費
△９億１，２７３万円１６３，４８６円２８４億１，５９１万円１．国庫支出金８９６万円１５７円２，７３３万円�その他
１億４，４５４万円１５，８３３円２７億５，１９６万円２．道支出金１０億１，２９７万円１３６，５４５円２３７億３，３１９万円２．投資等
１７億９，９９４万円４２１，６６０円７３２億９，００４万円３．一般財源等８億２，９６４万円１２５，４６１円２１８億０，６６２万円�投資及び出資金
１０億３，１７５万円６００，９７９円１，０４４億５，７９１万円正味資産合計△５８７万円５４１円９，３９６万円�貸付金

１億８，９２０万円１０，５４３円１８億３，２６１万円�基金
３億３，０１５万円１５，５９９円２７億１，１５３万円３．流動資産
１億５，６０６万円４，０１６円６億９，８３０万円�現金預金
１億７，４０９万円１１，５８３円２０億１，３２３万円�未収金

△１２億３，６７５万円１，０５２，５１５円１，８２９億４，０１２万円負債・正味資産合計△１２億３，６７５万円１，０５２，５１５円１，８２９億４，０１２万円資産合計
※バランスシートの中には、福祉などの行政サービスは算入されていません

財
政
健
全
化
に
関
す
る
指
標

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

371,353 円
（対前年比 3,738 円減少）

金額は一般会計決算額を平成２２年３月３１日
現在の人口１７３，８１２人で割ったものです

市民一人あたりの
一般会計の市債残高

平成２１年度 決算状況 特集

市
債
の
残
高


